
独立行政法人　宇宙航空研究開発機構の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

　① 平成２１年度における役員報酬についての業績反映のさせ方

　② 役員報酬基準の改定内容

理事長

副理事長

理事

監事

　　文部科学省独立行政法人評価委員会の機構に対する業績評価及び理事長の各役員に
　対する個人評価を、期末特別手当に反映した。

　　　　国家公務員の「一般職の職員の給与に関する法律」の改正に準拠し、本給
　　　月額（△０．３１％）及び期末手当の支給割合（３．３５月→３．１０月）の見直し
　　　を行い、地域手当の支給割合を１６％→１４％とした。

　　　　国家公務員の「一般職の職員の給与に関する法律」の改正に準拠し、本給
　　　月額（△０．３１％）及び期末手当の支給割合（３．３５月→３．１０月）の見直し
　　　を行い、地域手当の支給割合を１６％→１４％とした。

　　　　国家公務員の「一般職の職員の給与に関する法律」の改正に準拠し、本給
　　　月額（△０．３１％）及び期末手当の支給割合（３．３５月→３．１０月）の見直し
　　　を行い、地域手当の支給割合を東京都特別区１６％→１４％、他の事業所に
　　　おいては段階的な引上げを凍結した。

　　　　国家公務員の「一般職の職員の給与に関する法律」の改正に準拠し、本給
　　　月額（△０．３１％）及び期末手当の支給割合（３．３５月→３．１０月）の見直し
　　　を行い、地域手当の支給割合を１６％→１４％とした。
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２　役員の報酬等の支給状況

平成２１年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

21,278 13,680 5,683
1,915

0
(地域手当)
(通勤手当)

千円 千円 千円 千円

18,273 11,748 4,880
1,644

0
(地域手当)
(通勤手当)

3月31日 ＊

千円 千円 千円 千円

16,397 10,168 4,436
1,423

368
(地域手当)
(通勤手当)

※

千円 千円 千円 千円

16,209 10,168 4,323
1,423

294
(地域手当)
(通勤手当)

＊

千円 千円 千円 千円

14,152 10,168 2,680
813
490

(地域手当)
(通勤手当)

4月1日 ※

千円 千円 千円 千円

15,592 10,168 4,239
813
371

(地域手当)
(通勤手当)

3月31日 ※

千円 千円 千円 千円

15,857 10,168 4,144
813
115
616

(地域手当)
(単身赴任手当)
(通勤手当)

※

千円 千円 千円 千円

15,550 10,168 4,162
1,220

0
(地域手当)
(通勤手当)

※

千円 千円 千円 千円

7,412 5,088 1,886
356
82

(地域手当)
(通勤手当)

9月30日 ※

千円 千円 千円 千円

6,066 5,080 605
355
24

(地域手当)
(通勤手当)

10月1日 ※

千円 千円 千円 千円

14,370 9,184 3,815
1,285

84
(地域手当)
(通勤手当)

千円 千円 千円 千円

14,702 9,184 3,815
1,285

416
(地域手当)
(通勤手当)

※

注１：「地域手当」とは、民間における賃金、物価及び生計費が特に高い地域に在勤する役員に支給
　　　されているものである。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。
注３：単位未満を切り捨てているため、総額が内訳の合計と合わないものがある。

前職
その他（内容）

E理事

役名
就任・退任の状況

理事長

A理事

B理事

副理事長

B監事

C理事

D理事

F理事

G理事

A監事

H理事
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３　役員の退職手当の支給状況（平成２１年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当者なし

千円 年 月

8,698 5 0 H20.9.30 1.0 ＊

千円 年 月

5,178 4 0 H21.3.31 1.0 ※

千円 年 月

2,393 2 1 H20.10.31 1.0 ※

注１：「摘要」欄には、独立行政法人評価委員会による業績の評価等、退職手当支給額の決定に至った
　　　事由を記載している。
注２：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付している。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
　　　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄。

摘　　要

理事長

法人での在職期間

評価委員会による業績評価の
結果に基づき、左記業績勘案
率により支給。

監事A 評価委員会による業績評価の
結果に基づき、左記業績勘案
率により支給。

副理事長

理事A

評価委員会による業績評価の
結果に基づき、左記業績勘案
率により支給。一部1,479千円
は平成２０年度に支給済。

3



Ⅱ 職員給与について

１　職員給与についての基本方針に関する事項

　② 職員給与決定の基本方針

　ア 給与水準の決定に際しての考慮事項とその考え方

　イ 職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方

〔能率、勤務成績が反映される給与の内容〕

　ウ 平成２１年度における給与制度の主な改正点

賞与：勤勉手当
（査定分）

　昇給（１～６号給）、降給（△１号給）及び昇格に反映

　Ｂ評価を基準として、Ａ評価が１.５倍、Ｃ評価が０.５倍

人事院勧告に伴う改正
　・本給月額を０．２％削減
　・自宅に係る住居手当の廃止
　・期末手当の支給月数を０.３５月削減（６月期０．２月削減、１２月期０.１５月削減）
その他の改正
　・地域調整手当を一律５％に削減
　・特地勤務手当に準ずる手当を廃止し、段階的に削減
　・期末手当の支給月数を０.１５月削減（６月期０．０４５月削減、１２月期０.１０５月削減）

　職員の給与水準については、機構の業務を遂行する上で必要となる事務・技術職員の資
質、人員配置、年齢構成等を十分に考慮した上で、国家公務員における組織区分別、人員
構成、役職区分、在職地域、学歴等を検証するとともに、国民の理解を得られるか検討を行
い、これを維持する合理的な理由がない場合には必要な措置を講じる。

　平成17年度から運用を開始した新人事制度により、能力考課･姿勢考課・実績考課に対
する総合考課を昇給・昇格に、また、実績考課を期末手当の支給額に反映した。

　① 人件費管理の基本方針

給与種目

本給

制度の内容

　中期計画を踏まえ、各事業の遂行に必要とされる人員配置計画を定め、人員の重点的・
弾力的な配置を行い、人件費の管理を行っている。
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２　職員給与の支給状況
　①　職種別支給状況

（一般職員）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

1,386 43.3 8,339 6,106 160 2,233
人 歳 千円 千円 千円 千円

397 43.9 8,033 5,877 197 2,156
人 歳 千円 千円 千円 千円

845 42.7 8,374 6,140 151 2,234
人 歳 千円 千円 千円 千円

137 45.1 8,852 6,438 115 2,414
人 歳 千円 千円 千円 千円

4 50.5 12,793 9,450 151 3,343
人 歳 千円 千円 千円 千円

3 51.5 9,480 6,924 97 2,556
人 歳 千円 千円 千円 千円

11 43.6 15,061 13,193 0 1,868
人 歳 千円 千円 千円 千円

26 53.2 11,299 8,324 209 2,975
人 歳 千円 千円 千円 千円

16 52.3 10,399 7,632 153 2,767
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 51.5 11,709 8,609 305 3,100
人 歳 千円 千円 千円 千円

5 57.7 13,768 10,252 296 3,516
注１：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注２：再任用職員及び非常勤職員の区分は該当者がいないため記載を省略した。
注３：医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種（高等専門学校教員）の職種は該当者が
　いないため記載を省略した。

（年俸制職員）

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

237 40.7 7,094 7,094 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

31 31.8 5,822 5,822 0 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

206 42.0 7,285 7,285 0 0
注１：常勤職員、在外職員、再任用職員及び非常勤職員の区分は該当者がいないため記載を省略した。
注２：事務・技術、研究職種、医療職種（病院医師）、医療職種（病院看護師）及び教育職種（高等専門学校
　教員）の職種は該当者がいないため記載を省略した。

区分

常勤職員

うち所定内人員

その他教育職種

その他医療職種
（医師）

事務・技術

研究職種

うち賞与平均年齢
平成２１年度の年間給与額（平均）

総額

常勤職員（その他）

在外職員

任期付職員

人員

出向・招聘職員

区分

出向・招聘職員

任期付職員

うち賞与

事務・技術

研究職種

うち所定内

プロジェクト研究員
（ポスドク）

平均年齢
平成２１年度の年間給与額（平均）

総額
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②

(事務・技術職員)

(研究職員)

注１：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、⑤まで同じ。

注２：任期付職員の一部を含む。以下、②、④及び⑤において同じ。

注：年齢２０～２３歳の該当者は１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、年間給与については
表示していない。

年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）
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（事務・技術職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

　代表的職位

57 51.8 10,153 10,729 11,337

62 29.4 3,711 4,421 4,923

（研究職員）

四分位 四分位

第１分位 第３分位
人 歳 千円 千円 千円

　代表的職位

149 50.6 10,303 10,897 11,580

285 33.3 4,884 5,586 6,287

注：「本部課長」には、本部課長相当職である「ファンクションマネージャ」、「技術領域リーダ」等を含む。

③

常勤職員

（事務・技術職員）

区分 計 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的

な職位
人 人 人 人 人 人 人 人 人

397 3 15 57 133 127 41 20 1
（割合） (   0.8%) (   3.8%) (  14.4%) (  33.5%) (  32.0%) (  10.3%) (   5.0%) (   0.3%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

58 59 59 59 59 49 27

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

56 53 41 34 29 26 23
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

9,334 9,303 9,620 8,813 7,197 5,242 2,884

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

9,027 8,077 6,398 4,753 3,529 2,817 2,275
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

13,269 12,947 12,727 11,568 9,442 7,077 4,039

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

12,720 11,398 8,773 6,552 4,896 3,924 3,191

（研究職員）

区分 計 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的

な職位
人 人 人 人 人 人 人 人 人

845 3 31 157 369 189 57 39
（割合） (   0.4%) (   3.7%) (  18.6%) (  43.7%) (  22.4%) (  6.7%) (   4.6%)

歳 歳 歳 歳 歳 歳 歳

58 59 59 59 52 37 30

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

55 48 40 34 29 26 24
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

9,460 9,540 9,306 9,050 6,097 4,148 3,327

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

9,205 8,054 6,099 4,694 3,501 2,910 2,492
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

13,424 13,401 12,774 11,835 8,231 5,468 4,433

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

12,934 11,349 8,546 6,527 4,866 4,046 3,442

年間給与額
(最高～最低)

年齢
(最高～最低)

　　ついて記載していない。

開発員、
研究員

人員

所定内給与年額
(最高～最低)

開発員、
研究員

ｻﾌﾞﾏﾈｰｼﾞｬ、
ｾﾝﾀｰ長、ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ長等

ﾌｧﾝｸｼｮﾝﾏ
ﾈｰｼﾞｬ、技術
領域ﾘｰﾀﾞ等

分布状況を示すグループ

年齢
(最高～最低)

人員

分布状況を示すグループ

職級別在職状況等（平成２２年４月１日現在）（事務・技術職員／研究職員）

係員

平均

副課長等部長等 次長等

平均

平均年齢人員

係員

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏ
ﾈｰｼﾞｬ、ｾﾝ
ﾀｰ長、ｸﾞﾙｰ

ﾌﾟ長等

注：１級における該当者が１人のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、「年齢（最高～最低）」以下の事項に

係員

所定内給与年額
(最高～最低)

係長等

年間給与額
(最高～最低)

ﾌｧﾝｸｼｮﾝｻﾌﾞ
ﾏﾈｰｼﾞｬ、技
術領域ｻﾌﾞ

ﾘｰﾀﾞ等

開発員、
研究員

　　　・本部課長

　　　・本部係員

　　　・本部課長

　　　・研究員

人員 平均年齢

課長等

開発員、
研究員

該当者なし
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任期付職員

（事務・技術職員）

区分 計 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的

な職位
人 人 人 人 人 人 人 人 人

16 11 5
（割合） (  68.8%) (  31.3%)

歳 歳

58 55

～ ～

49 43
千円 千円

8,948 6,330

～ ～

6,801 5,938
千円 千円

12,376 8,612

～ ～

9,290 8,071

（研究職員）

区分 計 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

標準的

な職位
人 人 人 人 人 人 人 人 人

5 5
（割合） ( 100.0%)

歳

57

～

47
千円

8,813

～

7,383
千円

12,184

～

10,085

開発員、
研究員

ﾌｧﾝｸｼｮﾝﾏ
ﾈｰｼﾞｬ、技術
領域ﾘｰﾀﾞ等

次長等 課長等部長等 副課長等

該当者なし

年齢
(最高～最低)

該当者なし 該当者なし 該当者なし 該当者なし

年間給与額
(最高～最低)

人員

年齢
(最高～最低)

所定内給与年額
(最高～最低)

年間給与額
(最高～最低)

該当者なし 該当者なし

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾏ
ﾈｰｼﾞｬ、ｾﾝ
ﾀｰ長、ｸﾞﾙｰ

ﾌﾟ長等

ｻﾌﾞﾏﾈｰｼﾞｬ、
ｾﾝﾀｰ長、ｸﾞ
ﾙｰﾌﾟ長等

該当者なし該当者なし

開発員、
研究員

ﾌｧﾝｸｼｮﾝｻﾌﾞ
ﾏﾈｰｼﾞｬ、技
術領域ｻﾌﾞ

ﾘｰﾀﾞ等

開発員、
研究員

開発員、
研究員

所定内給与年額
(最高～最低)

該当者なし 該当者なし

該当者なし該当者なし

人員

係長等 係員 係員 係員
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④

(事務・技術職員)
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

92.0 91.9 91.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 8.0 8.1 8.1

％ ％ ％

         最高～最低 11.3 ～ 0.0 11.0 ～ 0.0 11.1 ～ 0.0

％ ％ ％

91.4 91.3 91.4

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 8.6 8.7 8.6

％ ％ ％

         最高～最低 16.5 ～ 0.0 15.7 ～ 0.0 16.1 ～ 0.0

(研究職員)
夏季（６月） 冬季（１２月） 計

％ ％ ％

91.5 91.4 91.5

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 8.5 8.6 8.5

％ ％ ％

         最高～最低 11.7 ～ 0.0 11.0 ～ 0.0 11.2 ～ 0.0

％ ％ ％

90.6 90.5 90.6

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 9.4 9.5 9.4

％ ％ ％

         最高～最低 14.6 ～ 3.1 14.3 ～ 3.2 14.4 ～ 3.2

⑤

(事務・技術職員)
対国家公務員（行政職（一）） 119.1
対他法人 112.3

(研究職員)
対国家公務員（研究職） 102.5
対他法人 101.8

注：

賞与（平成２１年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

職員と国家公務員及び他の独立行政法人との給与水準（年額）の比較指標（事務・技術職員／研究職員)

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準（「対他法人」においては、すべての独立行政法
人を一つの法人とみなした場合の給与水準）に置き換えた場合の給与水準を１００として、法人が現に支給している給与費から
算出される指数をいい、人事院において算出

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

一般
職員

一律支給分（期末相当）

区分
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　給与水準の比較指標について参考となる事項

○事務・技術職員

１１９．１

　地域勘案 １１６．３

参考 　学歴勘案 １１７．５

　地域・学歴勘案 １１５．２

○　比較対象職員の状況

1

１．手当の見直し
（１）平成22年度以降、期末手当の支給月数の削減を引き続き検討している。
（２）平成21年度より特別調整手当を地域調整手当に改め、段階的な削減を行っている。地域
調整手当は一律５％に削減した。
（３）平成21年度より特地勤務手当に準ずる手当を廃止し、段階的な削減を行っている。
２．労使交渉
給与改定等については、今後も、独立行政法人通則法による「職員の給与」等その趣旨を踏
まえ、職員給与の適正な水準の確保に向けて労使交渉に取り組んでいく。
３．「勧告の方向性」（平成19年12月　総務省政策評価・独立行政法人評価委員会）に適切に
対応し、平成20年4月からの新たな中期計画に「給与水準の検証」、「取組状況の説明」等を
盛り込み適切に対応している。
４．総人件費の削減
平成22年度までに平成17年度の人件費と比較し、5%以上削減し、その後も人件費改革の取
組みを継続する。（中期目標・中期計画にも明記）
５．平成22年度に見込まれる指数
対国家公務員指数は相対的に決定されるものであることから、将来の具体的数値を予測する
ことは困難であるが、平成22年度においても、労働組合、職員の協力も得つつ、上記施策等
を推進することにより、平成21年度の119.1を下回るよう努めていく。

【累積欠損額について】
累積欠損額　なし（平成20年度決算）

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】
7.6％
【管理職の割合】
ＪＡＸＡ：20.8％、国：14.3％（平成21年国家公務員給与等実態調査による）
【大卒以上の高学歴者の割合】
ＪＡＸＡ：61.2％、国：50.0％（平成21年国家公務員給与等実態調査による）

　ＪＡＸＡの業務としては、最先端技術を取り扱う企業等との契約交渉、契約締結業務に加え
て、プロジェクト全体の企画・立案・調整等、先端的な宇宙航空分野の技術マネージメントに係
る業務が組織の重要な要素をなしている特殊性がある。このような業務を遂行するために、高
度な専門性（高学歴者割合の増加要因）と豊富な経験を持ったプロジェクトリーダーやマネー
ジメント活動を行う人材を多く投入する必要があり、相当数の技術系管理職（管理職割合の増
加要因）を擁さざるを得ない。
　一方、ＪＡＸＡは産学官と多岐にわたり密接に連携して業務を行う必要があることから、都市部
に在勤する比率が高くなっている。（１級地、２級地、３級地の在勤割合、ＪＡＸＡ：７８．０％、国：
４１．１％）

　給与水準の適切性の
　検証

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９９．３％
（国からの財政支出額　241,058,937千円、支出予算の総額　242,684,337千円：平成21年度
予算）

【検証結果】
　給与水準については、対国家公務員指数が高いことから、その削減に向けて、次の講ずる
措置のとおり、引き続き、取り組むこととしている（なお、中期目標に基づき、航空宇宙関係の
民間事業者に対する給与水準を平成２０年度において調査した。民間との比較にあたって
は、機構の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を航空宇宙関連企業の給与水
準に置き換えた場合の給与水準を１００として、機構が現に支給している給与費から算出され
る指数は、１０２．８であった）。

対国家公務員

内容項目

指数の状況
(事務・技術職員）

　事務･技術
表①職種別支給状況（一般職員）の常勤職員欄397人及び任期付職員欄16人　計413人
平均年齢 44.2歳、平均年間給与額 8,125千円

講ずる措置
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○研究職員

１０２．５

　地域勘案 １０５．９

参考 　学歴勘案 １０５．１

　地域・学歴勘案 １０７．３

○　比較対象職員の状況
2

講ずる措置

１．手当の見直し
（１）平成22年度以降、期末手当の支給月数の削減を引き続き検討している。
（２）平成21年度より特別調整手当を地域調整手当に改め、段階的な削減を行っている。地域
調整手当は一律５％に削減した。
（３）平成21年度より特地勤務手当に準ずる手当を廃止し、段階的な削減を行っている。
２．労使交渉
給与改定等については、今後も、独立行政法人通則法による「職員の給与」等その趣旨を踏
まえ、職員給与の適正な水準の確保に向けて労使交渉に取り組んでいく。
３．「勧告の方向性」（平成19年12月　総務省政策評価・独立行政法人評価委員会）に適切に
対応し、平成20年4月からの新たな中期計画に「給与水準の検証」、「取組状況の説明」等を
盛り込み適切に対応している。
４．総人件費の削減
平成22年度までに平成17年度の人件費と比較し、5%以上削減し、その後も人件費改革の取
組みを継続する。（中期目標・中期計画にも明記）
５．平成22年度までに見込まれる指数
対国家公務員指数は相対的に決定されるものであることから、将来の具体的数値を予測する
ことは困難であるが、平成22年度においても、労働組合、職員の協力も得つつ、上記施策等
を推進することにより、国民の理解を得られるよう努めていく。

指数の状況
（研究職員）

　当機構は、他の独立行政法人と異なり、国際約束の宇宙基地協力協定（国会承認）に位置
づけられた機関として、国の重要施策である国際宇宙ステーション計画の推進に取り組んでい
る他、地球観測サミットにおける地球観測に関する１０年実施計画への日本の貢献を着実に実
施していくために必要な人工衛星の研究開発や世界のトップレベルを競う宇宙科学探査な
ど、先進的かつ民間で実施するには極めてリスクの高いチャレンジングな業務を行っている。
これらの成功は、中期目標において明確に目標として掲げられており、中期目標終了時には
成果を踏まえ、組織の改廃をも含めて見直すこととされている。つまり、当機構はリスクの高い
業務を成功させることを国民から期待されながら、一つの失敗が組織の改廃をも含めて見直さ
れるという厳格な評価制度の下に置かれた組織である。
　このようなリスクの高いミッションを成功させ続けるためには、宇宙航空科学技術をはじめとし
たあらゆる関連分野において、専門性が高く、かつ新たな分野を吸収し応用する学習能力に
長けた優秀な研究職員を確保・維持・育成し、我が国の総力を上げて研究開発を続けて行く
必要がある。このため、研究者の殆どが大卒であるため、給与水準を高める一因となってい
る。また、事務・技術職員と同様に、高度な専門性と豊富な経験をもったプロジェクトリーダー
やマネージメント活動を行う人材を多く投入する必要があるため、管理職の割合が高くなって
いる。

対国家公務員

　国に比べて給与水準が
　高くなっている定量的な
　理由

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合】
7.6％
【管理職の割合】
23.1％
【大卒以上の高学歴者の割合】
85.4％

【国からの財政支出について】
支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　９９．３％
（国からの財政支出額　241,058,937千円、支出予算の総額　242,684,337千円：平成21年度
予算）

【累積欠損額について】
累積欠損額　なし（平成20年度決算）

【検証結果】
　給与水準については、対国家公務員指数が高いことから、その削減に向けて、次の講ずる
措置のとおり、引き続き、取り組むこととしている（なお、中期目標に基づき、航空宇宙関係の
民間事業者に対する給与水準を平成２０年度において調査した。民間との比較にあたって
は、機構の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を航空宇宙関連企業の給与水
準に置き換えた場合の給与水準を１００として、機構が現に支給している給与費から算出され
る指数は、９６．８であった）。

項目 内容

　研究職種
表①職種別支給状況（一般職員）の常勤職員欄845人及び任期付職員欄5人　計850人
平均年齢 42.７歳、平均年間給与額 8,394千円

　給与水準の適切性の
　検証
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Ⅲ　総人件費について

当年度
（平成２１年度）

前年度
（平成２０年度）

千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(A)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｂ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ｃ)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(D)
千円 千円 千円 （％） 千円 （％）

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

注：単位未満を切り捨てているため、最高義人件費がＡからＤの合計と合わない。

総人件費について参考となる事項

基準年度
（平成17年度）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度

17,870,864 17,683,793 17,528,667 17,250,880 16,547,700

△ 1.0 △ 1.9 △ 3.5 △ 7.4

△ 1.0 △ 2.6 △ 4.2 △ 5.7

最広義人件費

（△5.9）△ 169,767

18,255,540

25,372,905

（△5.0）

（△6.7）

19,225,546

(  1.9)

△ 750,755△ 750,755

55,165

△ 970,006△ 970,006

2,708,420 2,878,188 △ 169,767

比較増△減

（△33.7） （△33.7）

27,208,269

（△5.9）

△ 1,835,364 △ 1,835,364 （△6.7）

福利厚生費

退職手当支給額

非常勤役職員等給与

給与、報酬等支給総額
（△5.0）

区　　分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　総人件費改革の取組状況

年　　　度

給与、報酬等支給総額
（千円）

2,874,942 55,1652,930,107

中期目標期間開始時
（平成２０年度）からの増△減

1,478,837 2,229,592

(  1.9)

注１：「人件費削減率（補正値）」とは、「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）による人事院勧
告を踏まえた官民の給与較差に基づく給与改定分を除いた削減率である。なお、平成18年、平成19年、平成20
年、平成21年の行政職（一）職員の年間平均給与の増減率はそれぞれ0％、0.7％、0％、△2.4％である。

注２：競争的研究資金又は研究開発独立行政法人の受託研究若しくは共同研究のための民間からの外部資金
又は国からの委託費及び補助金により雇用される任期付職員、運営費交付金により雇用される任期付研究者
のうち、国策上重要な研究課題（第三期科学技術基本計画（H18.3.28閣議決定）において指定されている戦略
重点科学技術をいう。）に従事する者及び若手研究者（平成17年度末において37歳以下の研究者をいう。）を
削減対象人件費の範囲から除いているため、Ⅲ表の「給与、報酬等支給総額」と削減対象人件費の金額とが異
なることとなる。

注３：注２の任期付研究者及び任期付職員の人件費を総人件費改革に係る削減対象人件費の範囲から除く前
の「給与、報酬等支給総額」（削減対象人件費）は、基準年度（平成17年度）19,852,480千円、平成18年度
19,782,795千円、平成19年度19,475,232千円及び平成20年度19,203,457千円であった。

人件費削減率
（％）

人件費削減率（補正値）
（％）

　給与、報酬等支給総額が前年度に対して、５.０％減となっているのは期末手当の減による。また、最広義人件費
が前年度に対して、６.７％減となっているのは退職者の減による。
○中期目標に示された人件費削減の取組に関する事項
　「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）を踏まえ、平成18年度以降の５年間で国家公務員に準じ
た人件費削減を行うとともに、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革を踏まえた給与体系の見直しを
図る。また、中期目標期間中に業務の効率化、事業の見直し及び効率的運営により要員の効率的配置を行う。
○中期計画において設定した削減目標、国家公務員の給与構造改革を踏まえた見直しの方針
　「行政改革の重要方針」（平成17年12月24日閣議決定）において削減対象とされた人件費については、平成22
年度までに平成17年度の人件費と比較し、５％以上削減する。そのため、平成21年度の人件費については、平成
17年度の人件費と比較し、概ね４％以上の削減を図る。但し、人事院勧告を踏まえた給与改定分については削減
対象から除く。役員の人件費については、国家公務員の指定職俸給表の見直しに準じて必要な見直しを進める。
また、常勤職員（任期の定めのない職員）の給与等の処遇については、成果主義に基づく運用を行い、一層のメリ
ハリをつけた運用等に努める。
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Ⅳ 法人が必要と認める事項

人件費削減の取組状況
　人的資源は科学技術を支える知の源泉であり、特に最先端の科学技術の結集である宇宙・航空分野において
は、優れた人材の確保が重要である。我が国の中核的研究機関である宇宙航空研究開発機構においては、業務
の実施に不可欠な人材の確保・育成・維持に努めつつ、その合理化・効率化を進めているところである。
　今後も退職者（定年及び勧奨）数の推移を踏まえ、計画的な採用（新卒及び経験者）を実施することにより、給与
費の削減に努めることとする。
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